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おわりに
はじめに
本稿の目的は、同一行為者が複数の不注意によって法益侵害結果を惹起
したという事例群（いわゆる段階的過失の事例群）における過失行為の特定
基準を得ることである。
同一行為者の複数行為による結果惹起の問題をめぐっては、東京高判平
成13年２月20日判時1756号162頁（いわゆるベランダ転落死事件）、最決平成
16年３月22日刑集58巻２号187頁（いわゆるクロロホルム事件）を契機とし
て、複数の行為のうちどの行為を問責対象としてとらえるか、あるいは、
判例の採用する「一連の行為」概念をいかに理論的に根拠付けるかが議論
されて
(１)
いる。そこで問題となっているのは、第１行為も第２行為もいずれ
(１) 拙稿「実行行為概念による問責行為の特定（１）」早稲田大学大学院法研論集
第123号（2007年）316頁以下注（５）、注（６）、注（７）、および拙稿「複数行為
による結果惹起における問責対象行為の特定」早稲田法学会誌第59巻第２号（2009
年）457頁以下注（１）に掲げた文献のほか、近時の文献として、成瀬幸典「演習」
法学教室345号（2009年）166頁以下、高橋則夫「犯罪論における分析的評価と全体
的評価―複数行為における分断と統合の問題―」刑事法ジャーナル19号（2009年）
39頁以下、小田直樹「共同研究にあたって―問題意識と若干のコメント」刑法雑誌
第50巻第１号（2010年）67頁以下、深町晋也「『一連の行為』論について―全体的
考察の意義と限界―」立教法務研究３号（2010年）93頁以下（以下、深町・立教法
務と略記）、同「『一連の行為』について―実体法の視点から―」刑法雑誌第50巻第
1号（2010年）80頁以下（以下、深町・刑雑と略記）、大久保隆志「訴追の当否―訴
追における事実の選択と包括―」広島法科大学院論集第６号（2010年）75頁以下
（以下、大久保・広島法科と略記）、大久保隆志「『一連の行為』と訴訟的評価」刑
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も故意行為である事例であった。
これに対して、第１行為も第２行為もいずれも過失行為である場合が、
本稿の対象とする段階的過失の事例群である。段階的過失の問題は、過失
の実行行為をどう特定するかの問題であると認識されて
(２)
おり、問題状況を
故意犯の場合と同じくする。この問題をめぐっては、今日では、複数の過
失行為の併存を認める過失併存説が実務および学説において支配的である
と評価されてい
(３)
るが、過失の実行行為は結果に最も近接する一個の過失行
為に限定されるとする直近過失一個説も有力に主張されて
(４)
いる。
もっとも、その議論は、かつてほどの盛り上がりを見せておらず、ま
た、故意犯における理論状況の発展からこの問題を再検討する動きも見ら
れない。しかし、故意犯において一定の議論が蓄積された現在、段階的過
失の問題を、「過失犯における複数行為による結果惹起」の問題ととらえ
直し、故意犯における知見を転用することで、新たな分析が可能となるよ
うにも思われる。
法雑誌第50巻第１号（2010年）95頁以下（以下、大久保・刑雑と略記）、小野晃生
「早すぎた結果発生と実行行為―『一連の行為』をめぐる考察―」阪大法学第60巻
第１号（2010年）155頁以下など。
(２) 中野次雄「いわゆる段階的過失について」『刑事法と裁判の諸問題』（成文堂、
1987年）50頁。
(３) 大塚裕史「段階的過失における実行行為性の検討」『神山敏雄先生古稀祝賀論
文集 第一巻』（成文堂、2006年）38頁参照。
(４) 佐野昭一「過失の構成と訴因」判例タイムズ262号（1971年）226頁以下、朝岡
智幸「業務上過失致死傷の問題点」中川善之助＝金子一監修『交通事故（実務法律
大系第４巻）』（青林書院新社、1973年）88頁以下、中野・前掲注（２）58頁、同
『刑法総論概要 第三版補訂版』（成文堂、1997年）103頁以下、大塚（裕）・前掲注
（３）54頁。土屋一英「第一審における刑事交通事件の審理上の諸問題」判例タイ
ムズ262号（1971年）250頁は、「過失の認定は理論上一個に限られるということに
なるが〔中略〕いずれの段階に過失があるのか決定しかねる場合」があり、その場
合に限って「過失を二個以上認定することも許される」とする。片岡聰「過失の認
定に関する実務上の諸問題」法曹時報第27巻第９号（1975年）25頁以下は、段階的
過失論を妥当とし、原則として注意義務違反の個数は原則として一個のみに特定さ
れるとするが、複数の注意義務違反が一個の過失を構成する場合を認める。
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本稿は、故意犯における行為特定論の枠組や、その後の議論状況の発展
を踏まえて、段階的過失の問題における過失行為のとらえ方・特定基準を
明らかにするものである。そのため、本稿は以下のアプローチを採用す
る。第一に、別稿で提示した、故意犯の行為特定論の枠組をベース
(５)
とし、
これをどのように修正すれば過失犯に転用可能かを基本的な視座とする。
第二に、故意犯の行為特定論のベースになっている行為論の知見を適宜参
照し、故意行為と過失行為の構造の違いから、過失行為の特定論を導出す
る。第三に、近時の研究が明らかにした、故意犯における「一連の行為」
概念の機能を踏まえて、段階的過失をめぐる学説を再整理する。
以下では、まず、段階的過失の問題を扱った裁判例と学説を概観する
（第一章、第二章）。次に、故意犯の行為特定基準を、過失行為の構造に即
して修正し、過失行為の特定基準を提示する（第三章）。その上で、従来
の学説の対立の意味を再検討し、両学説の新たな位置付けと裁判例に対す
る評価を提示する（第四章）。
第一章 段階的過失をめぐる裁判例
同一行為者の複数の不注意が存在する事例については、札幌高判昭和40
年３月20日高刑集18巻２号117頁（以下、「札幌高裁昭和40年判決」とする）
が、いわゆる段階的過失論を採用した指導的判例であると評価されて
(６)
いる。同判決と同様に、段階的過失論を採用した裁判例も散見される。も
っとも、札幌高裁昭和40年判決に対しては、これに批判的な評釈も出され
て
(７)
おり、また、過失の併存を認める裁判例も見受けられる。以下では、道
路交通の場面で同一行為者の複数の不注意が存在する裁判例にお
(８)
いて、い
(５) 拙稿・前掲注（１）「複数行為」441頁以下。
(６) 匿名コメント・秋田地判昭和48年10月５日判タ307号314頁。
(７) 江碕太郎「判批」判例タイムズ199号（1967年）73頁以下。
(８) 段階的過失の問題は道路交通のみならず、海上交通や航空交通の場面でも問題
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かなる思考方法が採用されていたかを概観する。なお、札幌高裁昭和40年
判決以前に、最高裁判決において類似の考え方が示されているので、裁判
例の検討に先立ち、同最高裁判決についても紹介する。
第一節 段階的過失論の萌芽
段階的過失論は、札幌高裁昭和40年判決によって採用されたものであ
る。しかし、それに先立つ最判昭和38年11月12日刑集17巻11号2399頁にお
いて、その思考方法の萌芽が見られる。
事案の概要は以下の通りである。被告人は、かねて第二種自動三輪車の
運転免許を受けて、自動車運転の業務に従事していたものであるが、昭和
34年１月６日午後７時30分頃から、父親方で清酒３合位およびウイスキー
１合位を飲み、同日午後８時45分頃同所から自宅に向け自動三輪車を運転
して帰路についたが、このように酒気を帯びたまま自動車を運転するとき
は正常な運転ができないおそれがあるのみならず、更に酔いがまわって前
方注視などが困難となり、正常な運転ができなくなるから、かかる場合、
自動車運転者はあらかじめ休息して酔いのさめるのを待って運転し、もっ
て事故の発生を未然に防止すべき業務上の注意義務があるのにかかわら
ず、あえて前記自動三輪車を運転し、もって無謀操縦をした過失により、
事故現場にさしかかった際、ついに前方注視ができなくなり、同路上右側
に設置してあった街路灯に自車を衝突させて把手を左方にとられて進行し
たため、折から自転車に乗り対向して来たAに自車の前部を衝突させて、
同人を路上に転倒させ、よって、同人を負傷させた。
最高裁は、本件の罪数関係を、無謀操縦の罪（道路交通取締法28条１号、
７条１項）と業務上過失傷害罪の併合罪とした。本件調査官解説は、当該
となるが、本稿では議論を道路交通に限定する。海上交通における段階的過失につ
いては、大塚（裕）・前掲注（３）55頁以下、航空交通の場面における段階的過失
については、村木保久「判批」法學新報第103巻第６号（1997年）249頁以下を参
照。
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判示によれば、「飲酒酩酊による無謀操縦の行為と、甲〔本件被害者―筆
者注〕に衝突した際の注意義務違反の内容とは重なりあっていない。〔中
略〕このことは、注意義務違反の事実の認定については、一般的抽象的な
注意義務を措定せず具体的な事案として、被害者との事故を回避する上で
の、重要な直接的な注意義務違反の内容は何であるかを検討し、その縁由
または誘発の原因と直接的な注意義務違反の内容との区別をなすべきこと
を示唆している」と評価して
(９)
いる。当該部分には、札幌高裁昭和40年判決
につながる、「直接的な注意義務違反」と「その縁由」とを区別する思考
方法があらわれている。
第二節 段階的過失論の登場
段階的過失論を採用した指導的判例とされるのが、札幌高裁昭和40年判
決である。
事案の概要は以下の通りである。被告人は、自動車運転の業務に従事す
る者であるが、昭和38年12月16日夜、普通貨物自動車にYおよび Zを同
乗させて L町付近の盛り場まで運転し、同所で飲酒のうえ同日午後９時
頃帰途につくに際し、Yに執拗に要求されて自己の運行管理する前記自
動車の運転をYに委ね、自らは助手席に同乗して同所からM 町方面に向
け国道上を進行させたが、被告人としては、Yが法定の運転資格なく、
ようやく運転できる程度の技量しか有せず、かつ、酒気を帯びていた事情
を知悉していたのであるから、かかる際は、自動車運転者には、路面の状
況、交通量、進行速度等諸般の状況に絶えず深甚の注意を払い、Yの技
量の程度に即し安全な速度と方法による運転を指示し、要すれば運転の中
止を命じて自己と交替する等随時適切な指示、助言を与え、もって事故発
生を未然に防止すべき業務上の注意義務があるにもかかわらず、これを怠
り、漫然仮睡してYの運転を放任した過失により、同日午後９時半頃N
(９) 石丸俊彦「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇（昭和38年度）』（法曹会、1964
年）166頁。
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町付近の国道上において、Yが積雪の凍結した路面上を毎時約50キロメ
ートルの高速で進行しつつ対向車の前照灯に驚き急ブレーキを強く掛ける
という拙劣な運転操作を行ない、そのため後車輪を滑走させて道路右側部
分に進入したうえ自車前部を約90度右回転させ、折から右道路部分を対進
して来たA運転の普通乗用車の前部を自車左側面に激突させて横転せし
めた結果、A、A車の同乗者 B、自車の同乗者 Zを負傷させた。
以上の事実関係の下、検察側が、被告人には「（一）事故発生の予見さ
れる運転無資格者Yに運転を許容し委ねたという作為による注意義務違
反と（二）右Yの運転中に助手席に同乗しながら事故を防止するための
運転操作の指導監督を怠つたという不作為による注意義務違反が認めら
れ」ると主張したことを受けて、札幌高裁は、「実定法上現実に結果が発
生した場合にのみ過失犯の成立を認め得るとされている以上、発
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は不作為によつて因果の流れを変え得たと目される最初の分岐点において
被告人による結果の予見およびその回避の可能性を検討し、これが否定さ
れた後はじめて順次それ以前の段階に遡つて同様の検討を繰り返すことが
必要であり、かつ、これを以て足りるといわなければならない〔中略〕。
本件についてこれをみるに、まず、発生した結果に最も近接する論旨
（二）の注意義務の存否を確定することが先決問題であり、これが肯認さ
れるにおいては、それ以前の段階に属する論旨（一）の注意義務の存否を
論ずることは、被告人の刑事責任を追究する上で全く無意味であるという
ことになる。換言すれば、論
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段階において被告人に如何に道義的非難に値する不注意な行状が認められ
ようと、かかる行状は、発生した結果に対する被告人の過失責任を基礎づ
けるものではなく、（二）の時点における被告人の注意義務の前提となる
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客観的状況の一つとして把握すれば足りる」（傍点筆者、以下同様）との思
考方法を提示した。その上で、本件被告人には、上記（二）の注意義務違
反が認められるとして、業務上過失傷害罪の成立を認めた。本判決が採用
した「現実に生じた法益侵害の結果を起点として因果の連鎖を遡」って過
失の認定を行っていく思考方法を、「段階的過失論」という。
第三節 段階的過失論を採用した裁判例
札幌高裁昭和40年判決以降、段階的過失論を採用したものには以下のも
のがある（なお、本章第三節、第四節で紹介した裁判例については、以下、各
判決の冒頭に付した判例番号で引用する）。
［裁判例１］東京高判昭和46年10月25日東高刑時報22巻10号277頁、判タ
276号371頁
事案の概要は以下の通りである。被告人は道路幅員9．6メートルのアス
ファルト舗装道路を、普通乗用自動車を運転して時速約60キロメートルで
進行中、前方を同方向に向かって１台の軽四輪自動車が走っていたのを追
い越そうとして、①ハンドルを右に切って追い越しにかかり、センターラ
インをまたぐ状態になったが、そのとき対向車のライトを認めたものの距
離が相当あるので追い越し可能であると判断し、時速を約70キロメートル
にあげたところ、前車も加速したため一気に追い越すことができず、前車
と併進状態になった際、対向車が間近に迫ってきたので危険を感じ、②左
側車線に戻るべく急制動を施し、ハンドルを少し左に切ったところ、車の
後部が右に振れ、車首が左斜めに向いたように感じたため、③あわてて右
転把したところ、今度はハンドルをとられて自車が右前方に逸走した結果
道路右側端のガードレールに衝突し、その反動で車体が滑走してたまたま
ガードレール切目を歩行中のAに自車前部が衝突し、同人を負傷させた。
以上の事実関係の下で、東京高裁は、「同一人が時間的に連続しかつ順
次原因・結果の関係をなす二個以上の行為によつて結果を発生させた場合
において過失犯の成否を考えるにあたつては、たとえその行為がいずれも
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過失によるものであつても、あとの行為が行なわれなければ要するに結果
は発生しなかつたわけであるから、まずそ
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であり、もし
結果に接着した行為に対し不可抗力その他の事由により過失行為としての
責を問うことができないような場合には、その前の行為に遡つて順次過失
の有無を論ずべきものである」として、段階的過失論を採用することを明
示した上で、③右転把行為については、「被告人が急制動を施し左転把し
たことにより、車体が振れ車首が左斜に向いたように感じたため周章狼狽
の余りとつた措置であると認められるのであつて、その情況にかんがみれ
ば、その際被告人に適切な措置を期待することはかなり困難」として、ま
た、②急制動・左転把行為については、不当な措置とはいいがたく、制動
のかけ方、転把の方法に不注意があったことが疑われるが、証拠上十分な
資料がないとして、それぞれ過失を否定したが、①追い越しを差し控えな
かった点に過失が認められるとした。
［裁判例２］東京高判昭和47年１月17日東高刑時報23巻１号１頁、判タ277
号375頁
事案の概要は以下の通りである。被告人は自動車の運転業務に従事する
ものであるところ、①運転開始の約２時間前に平素の酒量を超える約３倍
の清酒を飲み、②本件事故の当時、道路のセンターライン右側にはみだし
て自動車を運転し、③前方注視義務を怠って進行したことにより、折から
前方道路右側中央部寄りを同一方向に並んで歩行中のA、B、およびその
前方を、原動機付自転車をひきながら歩行中の Cに衝突の寸前まで気づ
かず、応急措置をとるいとまもなく自車前部右側をA、Bの背後に衝突
させ、かつ、Cの原動機付自転車に衝突させて同人を路上に転倒させ、よ
ってA、B、Cを負傷させた。
以上の事実関係の下で、東京高裁は、「各傷害の結果は、もとより被告
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人が酒に酔っていて正常な運転をする能力に欠けていたことがその一因を
なしていることは認めなければならないけれども、なおかつ完全に前方注
視等の能力を喪失する状態にあったものとはとうてい認められないから、
直接には被告人の事故直前における前方不注視という過失行為に基因する
と認めるのが相当」であり、「刑法上の過失犯を考える場合には、一定の
結果に最も近接した最終の行為が過失行為としての要件を具えているかぎ
りは、そ
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で、それ以前の行為
は、たとえ責むべきものがあるにしても情状として考慮するのが相当であ
るから、本件の被告人については右の前方不注視を過失行為とみるべきも
のである」と判示した。
第四節 過失の併存を認めた裁判例
上記の裁判例に対して、過失の併存を認めた裁判例として以下のものが
ある。
［裁判例３］東京高判昭和44年８月４日東高刑時報20巻８号145頁、判タ
242号313頁
事案の概要は以下の通りである。被告人は、Kタクシー株式会社に雇
われ、自動車運転の業務に従事していた者であるが、昭和43年３月11日午
後３時18分頃、乗客２名を乗せて事業用普通乗用自動車を運転し、L先の
公団住宅団地内道路（幅員約7．3メートル）をM 駅方面から公団前通りに
向かって進行中、同所道路の両側は公団住宅が並んで建っており、また住
宅の間には保育園や児童遊園地などもあることゆえ、幼児その他歩行者な
どの車道への出現にそなえて、①法令により制限された最高速度（40キロ
メートル毎時）を守るのはもとより、②たえず前方左右を注意しつつ進行
すべき業務上の注意義務があるのに、これを怠り、交通の閑散なのに気を
許し、時速50キロメートルで、前方左右を注視することなく進行した過失
により、折から進路前方を右から左へ横断しようとして駈け出して来た
Aを右前方約20メートルの地点に発見し、急制動の措置をとったが間に
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合わず、同人に自車の前部あたりを衝突させてこれを左前方にはね飛ば
し、よって同人を死亡させた。
以上の事実関係の下で、東京高裁は、「原判決が本件事故を不可避的な
ものではなく、被告人の過失によるものとした点は正当であるが、その過
失を唯だ高速度という点に求め、その速度を時速六〇キロメートル位と認
定した点において失当であり、本件事故は、当時被告人が法令により制限
された最高速度たる四〇キロメートル毎時を超え時速五〇キロメートル位
の速度で進行していたことと
・
前方左右を注視していなかつたこととを内容
とする過失によつて惹き起されたものと認定するのを相当とする」と判示
した。
［裁判例４］東京高判昭和47年７月25日東高刑時報23巻７号148頁、判タ
288号396頁
本件は第一審判決が入手できないため、詳細な事実関係は把握できな
い。しかし、本判決の判示からは、被告人は、自動車を運転中、①漫然時
速約70キロメートルで進行したため、折から対向してきた普通乗用車の前
照灯の強い光に眩惑され、一瞬前方注視が困難に陥り急停車しようとして
②強くブレーキを踏んだため、ハンドル操作の自由を失い中央線をこえて
反対車線に進入したという事実が認められ、何者かに致死傷の結果が生じ
たことが推測される。
被告人側は、段階的過失論を採用し、原判決が二個の過失を認定したの
は、被告人に対していかなる過失を認定したのかが不明であり、判決理由
に不備があると主張したが、東京高裁は、「交通事故において、犯人が二
個以上の注意義務を怠り死傷の結果を発生せしめた場合、そ
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というべきである」と判示し、原判決は、本件において、「被告人が制限
速度を超える毎時約七〇キロメートルの高速度で進行した不注意と，急停
車しようとして強くブレーキを踏んだ不注意とが相
・
重
・
っ
・
て
・
、ハンドル操作
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の自由を失い中央線をこえ対向車線に進入したことの全体を過失であると
認定した」ものであるとした。
［裁判例５］秋田地判昭和48年10月５日判タ307号314頁
事案の概要は以下の通りである。被告人は、自動車運転の業務に従事し
ていたものであるところ、昭和47年11月25日午後７時40分ころ、普通乗用
自動車を運転し、L町付近の歩車道の区別のない有効幅員約5．45メートル
の道路を、前照灯を下向きにしたまま時速約60ないし65キロメートルで、
同町M 方面からN方面に向かって進行したのであるが、当時降雨中で路
面が濡れていたのであるから、このような場合自動車運転者としては、①
減速するとともに②前方を十分注視しながら進行して、事故の発生を未然
に防止すべき業務上の注意義務があるのに、これを怠り、前記速度のまま
前方を十分注視しないで進行した過失により、折から進路前方を対向歩行
中のAを約6．3メートルに接近してはじめて認め、自車左前部を同人に衝
突させて路外にはねとばし、よって同人を死亡させた。
以上の事実関係の下で、秋田地裁は、「いわゆる段階的過失論によれば、
本件の場合は減速せずに高速で走行したことのみが過失であつて、前方不
注視は過失とならないものとされるが、本件の場合のように、減
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解するのが相当である」と判示した。
［裁判例６］大阪高判昭和60年４月10日高刑集38巻１号90頁、判タ564号
269頁
事案の概要は以下の通りである。被告人は、昭和59年２月10日午後７時
25分ころ、業務として普通乗用自動車を運転し、L付近の南北道路（中央
線が設けられた最高速度時速30キロメートルの道路）を北進するにあたり、
「最高速度を遵守するはもとより、絶えず前方左右を注視して進路の安全
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を確認しつつ進行すべき業務上の注意義務」に違反し、「道路左（西側）
の警察官派出所に注意を奪われ同派出所を脇見しながら時速約70キロメー
トルの高速度で進行した過失」により、折から、自車進路前方を東から西
に向って横断していたAを約16．7メートルに迫ってようやく発見し、急
制動の措置をとるとともに左に転把したが及ばず、自車右前部をAに衝
突させてはね飛ばし、死亡させた。
以上の事実関係の下で、大阪高裁は、「被告人は、被害者を約一六・七
メートル前方に発見して直ちに急制動の措置をとつたが、現実に制動の効
果が生ずるまでに被告人車は約一五・七メートル進行し、ほとんどノーブ
レーキの状態で被害者と衝突したことが明らかであるところ、もし、被告
人が、前方約三三・五メートルの地点に被害者を発見して直ちに急制動の
措置をとつたとすれば、被告人車は、現実に制動のかかつた状態で約一
七・八メートル進行したのちに被害者に衝突した筈であり、その間に生ず
べき急激な減速及びその結果としての大幅な衝撃緩和を考慮すると、被害
の結果は現実のそれより軽いものとなり、少なくとも、被害者の死（とく
に事故現場における即死）という最悪の事態を回避することができた蓋然
性の存在は、これを否定することができない。そして、右のように、前方
注視を欠いた高速運転中に惹起した歩行者との衝突事故につき、運転者が
前方注視義務を尽くしていても衝突事故自体はこれを回避することができ
なかつたと認められる場合であつても、運転者が前方注視義務を尽くし歩
行者をその発見可能地点で直ちに発見して急制動の措置をとつていたとす
れば、衝突の衝撃が大幅に緩和され被害の結果が現実のそれより軽いもの
になる蓋然性があつたと考えられるときは、高
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第五節 裁判例の特徴
段階的過失をめぐる裁判例においては、以下の特徴を指摘することがで
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きる。第一に、札幌高裁昭和40年判決が、①現実に生じた法益侵害の結果
を起点として因果の連鎖を遡り、被告人の行為によって因果の流れを変え
得たと目される最初の分岐点について犯罪成立要件を検討することが必要
であること、②それによって処罰される行為が定まればそれで足りること
を示した点、第二に、札幌高裁昭和40年判決に賛同し、段階的過失論を採
用した裁判例１、２においては、結果に最も近接する行為が過失行為とし
ての要件を備えている限り、その行為のみが刑法上の過失行為であるとい
う踏み込んだ判示がなされている点、第三に、過失の併存を認める裁判例
においては、結果回避のためには複数の注意義務違反をともに履行しなけ
ればならないこと（裁判例５、６）や、複数の注意義務違反が「相重って」
いること（裁判例４）がその理由として用いられている点がこれである。
学説においても、同様の対立軸が存在する。次章では、段階的過失をめ
ぐる学説状況を概観する。
第二章 過失併存説と直近過失一個説
第一節 段階的過失論以前
札幌高裁昭和40年判決以前は、この問題について意識的に論じられるこ
とはなかったようである。学説においては、「過失犯では、必ずしも、ど
ういう注意義務があったかを記載する必要はなく『漫然と』という記載で
足りる場合もあろう」とする見解も見
(10)
られ、また、当時、実務において、
同種の事案が起訴された場合には、「およそ自動車運転者たる者は、飲酒
した場合には、酔いが醒めるまで車両の運転を厳に避けるべきはもとよ
り、仮に、車両を運転する場合には、常に進路前方・左右を注視して、安
全を確認しつつ進行し、もって、事故の発生を未然に防止すべき業務上の
(10) 平野龍一『刑事訴訟法』（有斐閣、1958年）134頁注３。
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注意義務があるにもかかわらず、これを怠り、酒酔いの状態のまま運転を
開始した上、進路前方に対する注視不十分のまま進行した過失により」と
する公訴事実の記載をしたり、判決における事実認定をしていたとされて
(11)
いる。
しかし、このような運用に対しては、起訴状の公訴事実に事故と関係の
薄い不注意な行為までが羅列されることになり、被告人が否認した場合に
は、いたずらに争点が増え、証拠調べの範囲が拡散され、適正迅速な審理
が損なわれるなどの問題点が指摘されて
(12)
いた。これらの問題点に対する反
省ないし批判として登場したのが、札幌高裁昭和40年判決にあらわれた
「段階的過失論」である。
第二節 段階的過失論と直近過失一個説
ところで、上述した、「現実に生じた法益侵害の結果を起点として因果
の連鎖を遡」って過失の認定を行っていく思考方法としての段階的過失論
と、後述する直近過失一個説とを、同じ内容のものと理解するべきではな
い。思考方法としての段階的過失論は、今日では、過失認定にあたって広
く採用されている思考方法であるのに対
(13)
して、直近過失一個説は、段階的
過失論を前提に、過失犯の実行行為を直近の過失行為一個に限定するとい
う解釈を加えたものである。したがって、両者は異なる概念であり、段階
的過失論を採用することと、直近過失一個説を採用することは直ちに結び
つくわけでは
(14)
ない。例えば、直近過失一個説に向けられた、複数の注意義
(11) 鈴木勝利「自動車事故における過失の認定」『刑事裁判の理論と実務 中山善
房判事退官記念』（成文堂、1998年）418頁。
(12) 鈴木・前掲注（11）418頁参照。
(13) 西原春夫「過失認定の論理的順序」『交通事故と過失の認定』（成文堂、1975
年）21頁、大塚（裕）・前掲注（３）38頁参照。直近過失一個説に批判的な論者も、
思考方法としての段階的過失論の有効性は認める。例えば、石井一正「交通事故に
おける過失の個数（下）」判例時報809号（1976年）３頁以下、吉丸眞「刑事交通事
件の処理について」司法研修所論集60号（1978年）65頁以下など。
段階的過失と過失行為の特定（仲道) 145
務違反が「相俟って当該事故を惹起したと認められる場合には、その双方
が過失にあたる」という批判に対
(15)
して、段階的過失論を妥当としながら
も、「過失の内容をなす注意義務違反は必ず一個のみに特定されなければ
ならないか、といえば、必ずしもそのように解さなければならない必然性
はない。過失は〔中略〕予見可能性の発生する時点、すなわち結果回避の
可能な最後の手段が講ぜられるべき時点において成立するのであって、そ
の過失の内容をなす注意義務違反がどのようなものであるかは、その時点
において、加害者としては結果を回避するために果たしてどのような手段
を講ずることが必要とされるかによっておのずから特定されるべき事柄で
ある」として、結果回避のために数個の手段が必要となる場合は、「一個
の過失の内容をなす注意義務違反として、数個の注意義務違反が併存す
る」こともあるとする見解も主張されて
(16)
いる。
そこで本稿では、両者を区別するため、過失を認定するために結果から
遡って判断するという思考方法を「段階的過失論」、過失の実行行為を特
定する場合に、それを直近過失に限定する見解を「直近過失一個説」と呼
ぶこととする。
もっとも、以上のような相違にもかかわらず、段階的過失論を主張する
論者の多くは、同時に直近過失一個説を採用する。例えば、段階的過失の
場面で、結果から遡って過失を検討するという思考方法を採用するならば
(14) 大塚（裕）・前掲注（３）38頁。
(15) 吉丸・前掲注（13）72頁以下。
(16) 片岡・前掲注（４）26頁（ただし、直近過失一個説を採用すると明言した記述
はない）。土屋・前掲注（４）250頁も例外的に二個以上の過失を認定する余地を認
める。学説上、直近過失一個説を採用しつつ、先行過失と後行過失の複合を認める
見解として、川端博『刑法総論講義 第２版』（成文堂、2006年）215頁、伊東研祐
『刑法総論』（新世社、2008年）130頁、大谷實『刑法講義総論［新版第３版］』（成
文堂、2009年）207頁以下。浅田和茂『刑法総論［補正版］』（成文堂、2007年）345
頁注23は、直近過失一個説を採用しつつ、「直近の実行行為に先行する過失は、通
常、直近行為にまで影響を及ぼしているから、過失併存説と大きく結論が異なるわ
けではない」とする。
早法86巻２号（2011）146
「その結果への因果の流れを変えることのできた、いいかえると、結果の
回避をなお支配し得た行為者の判断と行動、すなわち作為または不作為は
何であつたかを確定し、これに出るべきが注意義務であり、これを欠いた
のが過失」であるとして、直近過失一個説を採用する見
(17)
解や、段階的過失
の問題を過失の実行行為の問題ととらえ、これを「結果惹起の直接の危険
性のある
(18)
行為」、あるいは「実質的な危険性」と理解するこ
(19)
とは、直近過
失一個説と整合性があるとの見解が主張される。
学説上、直近過失一個説の論拠となっているのは、①思考方法としての
段階的過失論を採用し、注意義務の内容を「当該状況における運転者とし
ての適切な行動」に求めるならば、直近過失一個説に至る、②段階的過失
の問題は、過失犯において何を実行行為として特定するかの問題で
(20)
あり、
実行行為を「実質的な危険行為」ととらえるならば、直近一個の危険行為
が実行行為として特定されるという点にある。もっとも、裁判例などを検
討すると、この他にも手続面を含めた論拠が認められる。この点は、第四
章で詳述する。
直近過失一個説に対しては、後述する過失併存説の立場からの批判が向
けられている。次に、過失併存説の主張内容と、直近過失一個説に対する
批判を概観する。
第三節 過失併存説
直近過失一個説に対しては、理論上の問題として、法律上の過失がなぜ
結果に最も近接したものに限られ、これに先行する他の不注意は単なる縁
由・事情に過ぎないのかという点が、また実践上の問題として、①直近過
失が不分明の場合をどのように処理するべきか、とりわけ、二個以上の注
(17) 佐野・前掲注（４）227頁。朝岡・前掲注（４）88頁以下参照。
(18) 中野・前掲注（２）57頁。
(19) 大塚（裕）・前掲注（３）45頁。
(20) 中野・前掲注（２）54頁。
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意義務違反があいまって結果が発生した場合に、いかにして一個の過失を
分離するのか、②先行する不注意の方が結果に対して重大かつ基本的な影
響を与えている場合に、直近過失のみを刑法上の過失とするのは不自然で
はないかという点が指摘されて
(21)
いる。ここから、段階的過失の事例群にお
いて、刑法上の過失は直近の一個に限定されるものではなく、結果発生と
（相当）因果関係にあるすべての注意義務違反の行為、あるいは実質的な
危険行為について、過失の実行行為とする見解が主張される（過失併
(22)
存説）。
過失併存説の特徴は、複数の過失行為の併存を認める点にあるが、その
背後には、複数の注意義務違反が「相俟って当該事故を惹起したと認めら
れる場合には、その双方が過失にあたる」と構成するべきであり、例え
ば、自動車で高速のままカーブに進入したため、車輪がスリップを始め、
ハンドルをとられて、自車が対向車線に進出しそうな気配を感じたので、
左に急転把したところ、完全なスリップ状態になって歩道に乗り上げて歩
行者をはねて負傷させた場合に、直近の急転把のみを「過失とすること
は、事故の根本的な原因を逸するきらいがある」という価値判断が
(23)
ある。
すなわち、複数の注意義務違反を包括する、いわば「一連の過失行為」を
想定できない点に、直近過失一個説の問題点があるというのである。
そして、一連の過失行為を肯定するための基準として、例えば「同時に
遵守すべき結果回避義務が数個ある場合、あるいは各結果回避義務が相互
(21) 石井（一）・前掲注（13）３頁以下。この他、直近過失一個説を批判するもの
として、江碕・前掲注（７）75頁、吉丸・前掲注（13）68頁以下。
(22) 篠田公穂「いわゆる『段階的過失論』について（上）」判例時報855号（1977
年）15頁、曽根威彦「交通事犯における過失の個数」ジュリスト592号（1975年）
112頁。なお、教科書・体系書では、過失併存説を採用するものが多数に及ぶため、
本稿の論述に必要な範囲で適宜引用するにとどめる。
(23) 吉丸・前掲注（13）72頁以下。同旨、篠田公穂「いわゆる『段階的過失論』に
ついて（下）」判例時報857号（1977年）27頁、大塚仁『犯罪論の基本問題』（有斐
閣、1982年）133頁。
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に密接な関係にある場合」が挙げら
(24)
れる。もっとも、この点は、直近過失
一個説の論者にも同様の思考方法が見られるところで
(25)
あり、過失併存説と
「一連の過失行為」構成には必然的な結びつきがあるというわけでもない
ように思われる。この点は、第四章で詳述する。
第四節 主要過失説
このような学説状況に対して、独自の立場に位置するのが主要過失説で
ある。論者は、まず、故意犯において同一行為者が複数の行為を行った場
合、例えば、「首を締め、そして心臓をナイフで一突きした場合に、死因
に近い方、あるいは死因となった行為のみが殺人罪の実行行為であるので
はなく、双方をもって殺人罪の実行行為であるということに異論を挟む者
はいないと思われる。また、このような行為が、ある一定の期間にわたっ
て繰り返されたとしても、包括一罪として、構成要件的に一回的な評価を
受けることが考えられる。〔中略〕過失犯においても同様ではないかと思
われる。〔中略〕過失行為においても結果発生の現実的危険を有するもの
は、すべて一個の過失行為とみることができるのではなかろうか」との問
題提起を行う。ここから、一方で、過失併存説（という名称）は「過失行
為の併存を想起させる」と批
(26)
判し、他方で、直近過失一個説に対しては、
雑な荷物の積み方をして、自動車を乱暴に運転した結果、人を死に至らし
めた事例を挙げ、「この場合に、運転者として要求される注意義務は、雑
(24) 松本芳希「過失の個数」大塚仁＝佐藤文哉編『新実例刑法（総論）』（青林書
院、2001年）231頁。同旨、山田良助「段階的過失論と交通事故事件捜査」警察学
論集第37巻第12号（1984年）40頁、鈴木・前掲注（11）429頁。吉丸・前掲注（13）
70頁は、二つの注意義務を同時に遵守すべき場合には、両者が全体として一個の注
意義務をなすのであるから、複数の注意義務違反行為は一個の過失を構成するが、
それは本来の段階的過失のケースではないとする。
(25) 前掲注（16）参照。
(26) 平良木登規男「交通事件における過失について―段階的過失論の批判的検討を
中心に―」法学研究第62巻第12号（1989年）229頁以下。
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な荷物の積み方をした自動車を乱暴に運転してはいけないということであ
り、自動車を乱暴に運転したということのみを取り上げることは相当であ
るとは思われない」と批判
(27)
する。むしろ、この事例では、「そのような荷
物の積み方をしたことをとらえて不注意とし、そのような不注意に、乱暴
な運転をした不注意の累積したものが運転行為にあらわれているものと解
するべきではなかろうか。ただ、〔中略〕実際の過失行為は、あくまでも
人の生命身体に危険を生じさせる危険性があったときに限定されるから、
その時点における注意義務が、双方合わせて一つの注意義務を構成すると
解するのが相当」で
(28)
あり、そのような結果発生の危険性を持つ「主要な過
失」を、すべて一個の過失行為ととらえるべきだというので
(29)
ある。
この見解は、段階的過失の問題を、故意犯とパラレルに考察することに
より、複数の過失行為があいまって結果惹起に至った場合に、これらを一
連の過失行為とする余地を認める点で、過失併存説に近い理解を採用する
が、段階的過失における注意義務について全体を一個の注意義務ととら
え、その違反行為は一つであるととらえる点で、直近過失一個説に近い理
解を採用する。
主要過失説のアプローチは、故意犯における複数行為の事案から論証を
始め、これとパラレルに段階的過失の問題をとらえる点に特徴がある。こ
のようなアプローチは、故意犯でも過失犯でも問題になる複数行為による
結果惹起の問題として段階的過失をとらえており、本稿の問題意識からは
参照されるべきアプローチであると考えられる。もっとも、論者が故意行
為と過失行為の違いを敢えて捨象し、これを共通の要件（論者は結果発生
の現実的危険性を有する行為を基準とする）によって判断するという思考方
(27) 平良木・前掲注（26）241頁。
(28) 平良木・前掲注（26）241頁。
(29) 平良木・前掲注（26）249頁。前田雅英『刑法総論講義 第４版』（東京大学出
版会、2008年）274頁は、いくつかの考えられる危険な行為を全体として把握した
上で、主要な、実質的危険性を持った一個の過失行為を認定すべきとするが、同旨
であろう。
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法を採用している点は、後述する危険概念による行為の特定にかかる難点
を別にし
(30)
ても、なお精緻化の余地がある。すなわち、段階的過失を複数行
為による結果惹起の問題ととらえるならば、故意の複数行為による結果惹
起の問題と同様、行為論の知見を参照しつつ導出された行為特定論の枠組
を使用して問題解決に当たることが可能であり、その分析によっては、故
意行為と過失行為で特定基準が異なることもありうるように思われるので
ある。
次章では、故意行為の個数と範囲がいかなる基準で決定されるかに関す
る枠組を確認し、それが過失行為の場合にいかなる修正を受けるかを分析
することを通じて、過失行為の特定基準を提示する。
第三章 行為特定論から見る段階的過失
第一節 段階的過失＝過失の複数行為による結果惹起
学説においてすでに指摘されているように、段階的過失の問題は、複数
の過失行為（と見られる行為）が存在する場合に、過失の実行行為をいか
に特定するのか、「過失犯における行為とはどのようなも
(31)
のか」、という問
題である。ここには、故意犯において同一行為者が複数の行為によって結
果を発生させた場合（以下、「故意の複数行為による結果惹起」とする）と共
通の問題意識が看取できる。
故意の複数行為による結果惹起の事例においては、例えば、ベランダ転
落死事件のように、同一行為者が、①相手を刺突する行為と、②ガス中毒
死させる意図で掴みかかる行為を行った場合に、どちらを処罰の対象とな
る行為（以下、「問責対象行為」とする）とするかが問題となる。段階的過
(30) 拙稿「実行行為概念による問責行為の特定（２・完）」早稲田大学大学院法研
論集第124号（2007年）156頁以下。
(31) 中野・前掲注（２）52頁。
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失の事例において、例えば、札幌高裁昭和40年判決の事案のように、同一
行為者が、①無免許のAに運転をまかせ、助手席で居眠りをしたため、
②Aに対する運転操作の指導監督を誤ったという複数の過失行為を行っ
た場合に、いずれの行為を過失犯の問責対象行為とするかが問われるの
は、故意犯と問題の立て方を同じくする。
故意の複数行為による結果惹起の事例について、従来の学説は、実行行
為（構成要件に該当する行為）を基準として
(32)
きた。しかし、実行行為概念
は、結果をも含んだ構成要件論を背景としたため、行為と結果を合わせた
「行為の全体的意味」を志向する傾向が内在するものであった。確かに、
行為を認識するためには、何らかの形で行為に意味づけをおこなうことが
必要と
(33)
なる。しかし、実行行為概念が前提とする構成要件論は、「結果か
らの意味づけ」を重視する（少なくとも「狭義の行為自体の意味」とは別の
考慮を組み込んだ）思考方法であり、問責対象となる「狭義の行為」をい
かに把握するか、という観点からの検討が不充分であ
(34)
った。
さらに、故意犯において、危険性を内容とする実行行為概念では、複数
行為による結果惹起の事例で、危険性を有する行為が複数存在する場合の
判断が困難であること、および危険性を事前判断によって決定する見解か
らは行為の時点がすでに定まっていなければならないこと等の問題点があ
ったように思わ
(35)
れる。この認識が正しいとすれば、過失犯において同様の
基準を使用することは、行為特定の問題解決に資するものではなく、別個
の基準によって行為の範囲を定める必要があると考えることにも一定の合
理性があろう。
そこで、本章では、故意の複数行為による結果惹起における行為特定論
(32) 拙稿・前掲注（１）「実行行為（１）」304頁参照。
(33) 石井徹哉「いわゆる早すぎた構成要件の実現について」奈良法学会雑誌第15巻
第１・２号（2002年）５頁。
(34) 拙稿・前掲注（30）170頁参照。
(35) 拙稿・前掲注（30）156頁以下。
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の枠組を手がかりとし、故意行為と過失行為の相違に留意しながら、故意
行為の枠組に修正を加えつつ、過失行為の特定基準を提示する。
第二節 故意の複数行為による結果惹起における
行為特定の枠組
上述のように、故意の複数行為による結果惹起の事例では、実行行為を
行為特定基準として用いることには困難があった。そこで、狭義の行為の
構造と、行為が持つ意味について議論を積み重ねてきた行為論に目を転じ
ると、次のようなモデルが明らかとなる。行為の目的性を重視する目的的
行為論と、行為の社会的意味を重視する社会的行為論は、いずれも「行為
の意味」を問題とする点で共通する。しかし、行為者の行為に意味を付与
する要素として要求するものには差異が見られる。目的的行為論は、行為
を目的的活動の遂行ととらえる立場から、行為者の目的性、すなわち意思
的に定められた一定の結果との関係が、行為に意味を付与する。これに対
して、社会的行為論は、いくつかのバリエーションが認められるものの、
①意思による意味づけと②結果による意味づけの双方またはいずれかから
行為の意味をとらえるものであると整理できる。
ここには、行為の意味を把握するための二つのアプローチが認められ
る。一つは、意思内容などを手がかりに行為者が行為に「与えた意味」を
問題とするアプローチ（行為者主観アプローチ）であり、いま一つは、行
為が外界に「及ぼした意味」を問題とするアプローチ（社会的意味アプロ
ーチ）である。そして、行為が外界に及ぼした意味は、狭義の行為と結果
との因果関係によって確認・付与されるものであるから、狭義の行為が特
定されていることが前提となる。したがって、狭義の行為の特定のために
は、行為者主観アプローチによるべきこととなる。
行為者主観アプローチを採用する場合、「行為者主観」の内容が問題と
なる。筆者は別稿において、行為記述の多層
(36)
性を、刑法の役割という観点
から縮減すべきとの認識から、刑法が行為者に対して発する行為規範の禁
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止・命令内容を受け止めうる程度に抽象化された意思、すなわち、「法益
侵害を志向する行為意思」を故意犯の問責対象行為の基準として提示
(37)
した。
本稿が依拠する故意行為の特定論を整理すれば、次のようになる。
①行為を他の事象から区別して認識するためには、その意味を観察者・
判断者が認識しなければならない。
②行為に意味を付与するものとして、故意犯の場合は、行為者の意思と
結果が考えられるが、狭義の行為の基準としては、行為者の意思に依拠す
る。
③行為記述は多層的でありうるが、その全てが刑法上の判断にあたって
重要ではない。それゆえ、行為に意味を付与する意思の内容は、刑法が発
する行為規範が禁止・命令する内容を受け止めうる程度まで抽象化するこ
とが可能である。
このモデルは、故意犯を念頭において構築されたものである。そして、
故意行為と過失行為がその性質を異にするとされる以上、このモデルをそ
のまま過失犯に転用することはできない。しかし、行為の意味付与の構造
が過失行為と故意行為とで全く異なるとすることも早計である。次節で
は、故意行為と過失行為の相違点を分析し、故意行為に関するモデルが、
過失行為にどの程度転用可能であるかを検討する。
(36) 行為記述の多層性とは、例えば、包丁で被害者を殺害するといったケースにつ
いて、「殺害する」、「包丁を被害者に突き立てる」、「包丁を被害者に向かって振
る」、「腕を上下に動かす」と行為記述が複数成立しうる状態を指す。
(37) 以上の点につき、拙稿・前掲注（１）「複数行為」435頁以下。小野・前掲注
（１）173頁以下は、「法益侵害を志向する行為意思」という基準は構成要件的故意
と同様のものであり、そのような行為意思は故意の存否が問題となる早すぎた結果
惹起の事例では結論の先取りであると批判する。しかし、早すぎた結果惹起の事例
が、殺人罪について殺意はあるが止めを刺すつもりではなかった場合の故意の存否
の問題であるならば、行為意思によって行為を特定した上で、当該行為について、
さらに既遂故意・未遂故意の有無（あるいはそのような区別の要否）を検討すると
いう思考方法を採ること自体は妨げられないように思われる。
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第三節 故意行為と過失行為の相違
故意行為と過失行為の相違は、故意行為が「法益侵害惹起の目的（故
意）」を持ってなされるのに対して、過失行為にはそれが欠ける点に
(38)
ある。
すなわち、上述のモデルに即していえば、行為特定基準である「法益侵害
を志向する行為意思」の前段部分「法益侵害を志向する」という特徴が欠
けることになる。そして、法益侵害を志向していない過失行為において
は、例えば殺人罪の禁止規範「他人の死を惹起するな」は、それが人の意
思に働きかけて犯罪を予防しようとする限りにおいて、過失犯には妥当し
(39)
ない。
このような過失行為の分析は、以下の２点において、上述のモデルの修
正を迫る。第一に、「法益侵害を志向する行為意思」という故意行為の特
定基準をどのように修正するか、第二に、過失犯における行為規範の内容
をどのようなものととらえるかがこれである。行為規範が人の意思に働き
かけて一定の行為に出ることを禁止・命令するものであるならば、その禁
止・命令を受け止めうる程度の行為意思がなければ、これを遵守すること
もできないことになる。そして、内容のわからないメッセージは受け取り
方もわからないのであるから、あるメッセージを受け取れるかどうかは、
そのメッセージの内容に依存する。したがって、行為意思の内容をどのよ
うなものに修正するかの問題に先立って、過失犯の行為規範の内容をどの
ようなものとして理解するかを検討しなければならない。
過失犯の行為規範の指導形相は、ハンス・ヴェルツェルによって主張さ
れた「社会生活上必要な注意」に求めら
(40)
れる。そして、ヴェルツェルによ
れば、ある行為が「社会生活上必要な注意」に従っているかは、「思慮あ
(38) 山口厚『刑法総論 第2版』（有斐閣、2007年）229頁。
(39) 井田良『講義刑法学・総論』（有斐閣、2008年）209頁以下、高橋則夫『刑法総
論』（成文堂、2010年）201頁。
(40) Hans Welzel,Das Deutsche Strafrecht,11.Aufl.,1969,S.131.
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り慎重な人間が、行為者と同じ事情のもとでとるであろう行為」であるか
によって決定さ
(41)
れる。しかし、この基準を「注意深く行為せよ」という程
度の抽象的なものと理解してしまうと、その内容はあまりに不明確となっ
てしまう。これに対して、行為規範の内容を、生活領域ごとの個々の行動
準則に分解し、そのすべてを遵守するよう要求することも、それを遵守し
たところで、必ずしも常に過失犯の罪責を免れるわけではない点で問題が
ある。結局、いずれの方法を採用しても、「過失による非難を回避しよう
とする市民に、利用可能な行動指針（Verhaltensanweisungen）を提供する
ことができない」ことに
(42)
なる。
この批判を前提として、過失犯の行為規範を改めて定義したのが、トー
マス・ヴァイゲントである。ヴァイゲントは、過失犯の非難の本質が、他
者の法益の維持に充分な配慮をせず、それによって当該法益に対する認識
可能な危険に注意を払わなかった点に求めると、その規範内容は「他者の
法益に注意せよ」というものになるが、それでは、常に抽象的な可能性も
含めたあらゆる危険に備えることを市民に要求することになるという。そ
こから、法益保護のために侵害を回避する行動を命じることができるの
は、「状況的なきっかけ（situativer Anlaß）」、すなわち、「具体的に認識可
能な状況や生活上の経験に照らして、典型的に他者の法益への危険が見込
まれる状況」が存在する場合であると
(43)
する。「状況的なきっかけ」が認め
られる場合には、①起こりうる法益侵害に対して注意を向け、②起こりう
る侵害を回避するために必要な措置を採らなければならない。以上の内容
を要約して、ヴァイゲントは、過失犯の行為規範を次のように定義する。
(41) Welzel,a.a.O.(Anm.40),S.134,ders.,Das neue Bild des Strafrechtssys-
tems,4.Aufl.,1961,S.32［福田平＝大塚仁訳『目的的行為論序説―刑法体系の新
様相―』（有斐閣、1962年）46頁］.
(42) Thomas Weigend, Zum Verhaltensunrecht der fahrla?ssigen Straftat, in:
Festschrift fu?r Karl Heinz Go?ssel,2002,S.131f.
(43) Eberhard Struensee,Der subjektive Tatbestand des fahrla?ssigen Delikts,JZ
1987,S.58のいう「危険シンドローム（Risikosyndrom）」も同趣旨であろう。
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「自己の態度により他者の法益を侵害するかもしれないと認めるに足るき
っかけが認識可能である場合には、それに注意し、侵害を回避するのに必
要なことをなせ（あるいは差し控え
(44)
よ）」と。すなわち、過失犯の行為規範
は、一定の危険状況が認識可能な行為者に、それをベースとして結果回避
措置を命じるものであることに
(45)
なる。
過失犯の行為規範を以上のようなものと理解するとして、次に、その禁
止・命令を受け止めうるための行為意思が過失行為に存在するかが問題と
なる。故意犯の場合、「法益侵害惹起の目的」が存在することから、結果
回避のために禁止規範は、「そのような意思を放棄し、当該行為を差し控
えよ」とのメッセージを伝えれば足
(46)
りる。これに対して、過失犯の場合
は、そのような目的が存在しないため、規範の内容を上述のように理解
し、それを具体的状況に応じて修正するとしても、そのメッセージを受け
取れない可能性がある。
それでは、規範が差し向けられるべき意思の内容によって狭義の行為の
意味は定まり、意思の連続性の範囲で問責対象行為は特定されるとのモデ
ルは、過失犯においては用いることができないのであろうか。この問題
は、過失犯において行為規範のメッセージを受け取ることが可能な意思が
存在しうるかという問題にパラフレーズすることができる。類似の問題が
扱われてきた論点として、いわゆる過失行為の目的性を検討してきた目的
的行為論の議論がある。次節では、この議論を手がかりに、故意行為につ
(44) 以上の点につき、Weigend,a.a.O.(Anm.42),S.135f.高橋則夫「過失犯の行
為規範」『規範論と刑法解釈論』（成文堂、2007年）80頁も参照。なお、同様に、行
為規範を他者の法益維持のための命令ととらえる見解として、Karl Heinz Go?ssel,
Alte und neue Wege der Fahrla?ssigkeitslehre, in:Festschrift fu?r Karl Bengl,
1984, S. 27.ゲッセルは、故意犯の場合、他者の法益を維持するためには故意を放
棄させれば足りるが、過失犯の場合は、法益保護のために必要な注意をすることが
要求されるとし、注意準則に従っていれば法益侵害は回避可能であるとする。
(45) 拙稿「行為概念と回避可能性の関係（２・完）―ドイツにおける否定的行為論
を中心に―」比較法学第43巻第３号（2010年）129頁も参照。
(46) Vgl.Go?ssel,a.a.O.(Anm.44),S.30.
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いて提示したモデル修正のヒントを得ることにする。
第四節 過失行為における行為意思と行為の意味
従来、目的的行為論に対して向けられていた批判として、過失行為の目
的性を説明できないというものがあった。すなわち、過失行為の目的性を
「法的に無関係な目的性」に求める
(47)
点が、「構成要件的結果以外の結果を目
指す目的性や法的に重要でない結果を目指す目的性は、本来、刑法の対象
とされるべきものではない」と批判されるので
(48)
ある。この批判は、行為規
範による行動コントロールというコンセプトの下では、法益侵害・危殆化
を志向しないものに対して、それを回避せよとのメッセージを伝えたとし
ても無意味であるとの趣旨に読み替えることも可能であろう。
この批判に対して反論し、過失犯においても意思内容が重要であること
を指摘した論者が
(49)
いる。
アルミン・カウフマンは、「注意義務違反」という無価値評価の対象は、
有意的行為であり、その意思内容が重要であるとして、次のような例を挙
げる。自動車の運転手が、凍結した路面（Glatteis）を走行中に、自車前
方を走行中の車両の脇を、そうするつもりはないのに滑り抜けてしまった
という場合や、エンジンのないトラックが山の上から下に暴走して子供を
(47) 木村龜二（阿部純二増補）『刑法総論〔増補版〕』（有斐閣、1978年）167頁、福
田平『全訂刑法総論〔第四版〕』（有斐閣、2004年）61頁など。Welzel, a. a. O.
(Anm. 40), S. 131は、最終目標（Ziel）は過失行為の場合には重要ではないとす
る。
(48) 大塚仁『刑法概説（総論）〔第四版〕』（有斐閣、2008年）103頁。団藤重光『刑
法綱要総論〔第三版〕』（創文社、1990年）111頁参照。その他、目的的行為論に対
する批判について、福田平「目的的行為論と過失犯」『目的的行為論と犯罪理論』
（有斐閣、1964年）102頁以下参照。
(49) 井田良「過失犯と目的的行為論―過失作為の行為性に関する一考察―」『犯罪
論の現在と目的的行為論』（成文堂、1995年）39頁以下も、注意義務違反の判断に
あたっては、行為者の目的の内容確定が前提となるとし、目的的行為論に対する通
説的批判に反論する。
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轢過したという場合がこれである。アルミン・カウフマンは、凍結路面の
場合には、この追い越しが交通規則に適っているかということは誰も問題
にしないし、そもそもこの状況を「追い越し」と呼ぶかも疑わしいとし、
ここで問題になるのは、意図的（willentlich）に行われた「前進」であり、
それに伴う注意義務違反（例えば、速度違反）であるとする。また、山道
のトラックの場合には、運転手が何を意欲していたか（例えば、うっかり
ブレーキを外していたのか、車体に問題はないと思っていたのか、ブレーキを
踏むつもりがなかったのか）がわからない限り、注意義務違反の判断はでき
ないとする。すなわち、意思の内容によって、注意義務違反の判断が異な
ったものになることから、意思内容は重要であるというので
(50)
ある。
また、エベルハルト・シュトルエンゼーは、アルミン・カウフマンの事
例を手がかりに、追い越しやブレーキに関する注意準則が妥当するのは、
意図された追い越しとブレーキングのみであるとし、注意義務を構築する
際には、内容の定まった「目的性」が前提となっており、これは法的に重
要ではない目的性とはいえないと
(51)
する。
さらに、ハンス・ヨアヒム・ヒルシュは、目的性という用語法は不適切
であり、その内容を行為意思ととらえ直す立場
(52)
から、次のようにいう。
「行為意思という意味での『目的性』は、過失犯の場面でも、実際上大き
な意味を有する。というのも、行為意思によってはじめて、注意義務違反
の有無が検討されるべき行為を決定できるようになるからである。行為者
のどのような有意的行為が差し控えられるべきであったかは常に明らかに
されなければならず、また、意思内容は行為無価値の程度に影響を与え
(53)
る」と。すなわち、行為者において、自分が反対車線を走行中であるの
(50) Armin Kaufmann,Das fahrla?ssige Delikt,ZfRV 1964,S.46.
(51) Struensee,a.a.O.(Anm.43),S.56.
(52) Hans Joachim Hirsch,Der Streit um Handlungs-und Unrechtslehre, ins-
besondere im Spiegel der Zeitschrift fu?r die gesamte Strafrechtswissenschaft,
ZStW 93(1981),S.863.
(53) Hans Joachim Hirsch,Zum Unrecht des fahrla?ssigen Delikts,in:Festschrift
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か、本来の車線を走行中であるのかによって、あるいは、子供にピストル
を渡す際に、弾丸の装塡されていることを知っているか、装塡されていな
いと誤信して、少しの間触らせていたのかによって、行為無価値は変わり
うるというのである。
これらの指摘を、行為の意味という側面からとらえ直すと、次のように
なる。行為者が「危険源（状況的きっかけ）」を認識しつつも、回避措置を
講じることなく一定の行為を行う場合、行為者は当該行為に、「危険が存
在する場面でこれをコントロールせずに行うアクション」という意味を与
えている。これに対して、「危険源」を認識していない場合、行為者が当
該行為に与えている意味は、「危険の存在しない場面で行うアクション」
である。ここでは、上述したヴァイゲントの規範理解によるとしても、侵
害を回避するために行われるべき措置の内容が変わりうる。例えば、ヒル
シュのピストル事例で、弾丸が装塡されていることに気づいている行為者
の場合には、危険の除去、すなわち、簡単に弾丸を抜けるのであれば、弾
丸を抜くことが、特殊な工具を要するなど直ちに弾丸を抜くことができな
いのであれば、そのピストルを子供に渡さないことが、結果回避のために
命じられることになろう。これに対して、弾丸が装塡されていることを知
らない者に、結果回避を命じることができるとしても、（せいぜい危惧感説
を前提として）弾丸が装塡されていないことをもう一度確認する程度の義
務付けしかできないように思われる。
したがって、過失犯においても、行為規範が人の意思に働きかけて行動
をコントロールするというコンセプトを維持する限り、行為意思は、行為
規範による働きかけに影響を及ぼすという意味で、重要性を有する。もっ
とも、そこでいわれる行為意思は、故意犯の場合にいう「法益侵害を志向
する行為意思」とは異なるものである。故意犯において、「法益侵害を志
fu?r Ernst-Joachim Lampe,2003,S.519f.［振津隆行訳「ハンス・ヨアヒム・ヒル
シュ『過失犯の不法について』」金沢法学第52巻第２号（2010年）134頁以下。な
お、本稿の文脈との関係で訳語は適宜変更した。］
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向する行為意思」にまで抽象化が許されるのは、行為を記述する際、その
行為記述が、観察者の関心によって多層化するため、それを一定のレベル
に縮減する必要があったためであ
(54)
った。過失犯の場合にも、故意犯と同じ
く、①行為記述の多層性が認められ、②それを一定のレベルまで抽象化す
ることが可能であれば、そこから過失行為を特定する基準が得られること
になる。次節では、特に段階的過失の事例群を素材に、過失行為特定の枠
組を導出する。
第五節 過失の複数行為による結果惹起における
行為特定の枠組
まず、過失行為における行為記述の多層性が成立するかを検討する。例
えば単純な交通事故の事例で、行為者の前方不注視が原因となった場合を
考える。この場合、実際の裁判では、行為者の行為は、「前方を注視すべ
き義務を怠った過失」と記述されることになるであろう。しかし、それを
検察官という観察者の視点を離れて考察すると、例えば、「右足の筋肉を
一定の位置で固定している」「アクセルを踏み続ける」「エンジンを一定の
速度で動かす」といった記述のほか、「視線を横に向ける」「助手席の妻と
会話をする」といった記述が成り立ちうる。また、段階的過失の事例にお
いても、例えば、注意義務ごとに「高速運転をしている」と「脇見運転を
している」という別々の行為記述と、「目的物に向けて高速で自動車を走
らせる」という一個の行為記述が成り立ち
(55)
うる。すなわち、過失行為の場
合も、行為記述の多層性は認められる。
その多層性をいかに縮減するか。故意犯の場合は、刑法が関心を有する
のが行為規範に違反する行為であることから、行為規範の作用対象である
行為意思が基準となり、その内容は、複数の行為記述のうち、人の生命と
いう法益に向けられた行為意思により与えられる記述、すなわち人を殺そ
(54) 拙稿・前掲注（１）「複数行為」437頁以下。
(55) 中野・前掲注（２）61頁参照。
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うという程度に抽象化さ
(56)
れる。では、過失犯において、そのような抽象化
╱縮減がいかにして可能であろうか。
過失犯の本質を具体的予見可能性に求めつつ、「実質的で許されない危
険」を持つ行為が過失行為だとするいわゆる修正旧過失論か
(57)
らは、実質的
で許されない危険行為の個数により、あるいは危険の質が同一である範
(58)
囲で、過失行為を特定することになろう。もっとも、この見解は、段階的
過失の事例のように、連続的に複数の「危険行為」が存在する場合に、ど
の行為を問責対象行為とするのかを決定する基準がさらに必要となるよう
に思われる。過失犯の構造論では見解を同じくする論者が、段階的過失の
場面では、直近過失一個説と過失併存説にわかれている現状もこの疑問を
裏付
(59)
ける。
過失犯の本質を注意義務違反に求める見解からは、注意義務の内容とな
るメッセージを受け取りうるレベルまで行為記述を抽象化することが許さ
れよう。例えば、札幌高裁昭和40年判決の事案であれば、「そもそも無資
格者に運転を委ねるな」「一旦委ねた以上は、運転操作の指揮監督をせよ」
といった注意義務が想定され、それに違反する行為、すなわち、「無資格
者に運転を委ねる」「運転操作の指揮監督をしない」といった行為記述が
選択されることになる。そして両者は、その行為の意味を異にするのであ
るから、別々の行為として特定されることになる。
問題は、そのような注意義務の内容がどのようにして定められるかで
(60)
ある。佐野昭一判事によれば、通常の人間が、ある一定の行為遂行中に、
(56) 拙稿・前掲注（３）「複数行為」442頁。
(57) 平野龍一『刑法総論Ⅰ』（有斐閣、1972年）193頁。
(58) 小野・前掲注（１）60頁の提示する「危険の同質性」という行為包括基準も、
同様の結論に至るものと思われる。
(59) 修正旧過失論の立場から過失併存説を主張する論者として、林幹人『刑法総論
第２版』（東京大学出版会、2008年）285頁以下。
(60) もとより、本稿に注意義務の構成方法についての充分な回答があるわけではな
い。以下の記述は、道路交通における段階的過失についての暫定的なものに留ま
早法86巻２号（2011）162
意図せざる結果を不注意によって発生させた場合には、①行為者が当該行
為を遂行するにつき必要な事実の認識が不充分であった場合、②事実認識
があるにもかかわらず、それに基づいてなすべき判断が適切ではなかった
場合、③判断した通りの操作をすべき行動が完全ではなかった場合の三類
型が考えられる。佐野判事はこれに加えて、自動車運転の場合には、認
識・判断すべき対象である（イ）運転者自身の運転能力ないし適格、（ロ）
運転に用いる車両等の完全性、（ハ）道路等の交通環境の正常性ないし危
険の不存在ごとに注意義務を分類することが必要であると
(61)
する。ここか
ら、例えば、前方注視義務は「①×(ハ)」（＝充分な認識を得るために、道
路等の交通環境の正常性に注意する義務）の組み合わせとして導かれること
になる。
もっとも、このような行為者の心理的・認識的構造に即した注意義務の
構成方法は、結果回避義務としての注意義務を構成するための下位基準な
いし説明原理として機能するとしても、必ずしもすべての結果回避義務が
３×３のパターンに収束するわけでもないように思われる。むしろ、結果
回避の手段方法の類型性を軸とした注意義務の個別化が図られるべきであ
ると思われる。このような観点から、石井一正判事は、自動車運転の際の
注意義務を、①運転避止ないし中止義務、②運転過程における個別的注意
義務に大別し、②をさらに、発進時、進行中、駐停車のそれぞれの場面の
注意義務に区別した上で、「進行中の注意義務〔中略〕は、（イ）通常の注
意義務（前方注視、速度調節、ハンドルブレーキの適正操作など）と（ロ）道
路や運転態様の特異性から生ずる特殊な注意義務を含む」とする。そし
て、個別的な運転の態様に応じて、結果回避のために必要とされる類型的
な注意ないし手段方法を考えるとする。例えば追い越しであれば、追い越
る。注意義務の規定方法については、古川伸彦『刑事過失論序説』（成文堂、2007
年）132頁以下参照。
(61) 佐野・前掲注（４）206頁以下。類似の見解として、土屋・前掲注（４）249
頁。
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しに適した道路状況にあるかどうかに関する注意、対向車に対する関係で
の注意（対向車の有無、距離関係等）、被追い越し車両に対する関係での注
意（安全間隔の保持、ハンドルの適正操作等）、前方の道路に対する注意など
に類型化・個別化さ
(62)
れる。
このような注意義務の個別化は、少なくとも道路交通の領域では可能で
(63)
あり、結果回避のために必要な注意の範囲を個別化することで、当該注意
義務のメッセージとなる内容の範囲で、行為記述を選択・縮減することが
可能となるように思われる。
以上より、段階的過失における行為は、故意犯と同じく行為意思の範囲
でこれを一個とすることになる。もっとも、故意犯における「法益侵害を
志向する行為意思」は、過失犯においては定義上存在しないことから、そ
の内容は、「結果回避義務たる注意義務が禁止・命令する内容に反するこ
とを行う行為意思」、換言すれば、「注意義務違反を志向する行為意思」と
とらえるべきこととなる。すなわち、当該事案における注意義務の個数に
応じた行為意思の範囲と個数によって、行為の範囲と個数が決定される。
ところで、このような枠組から見た場合、段階的過失をめぐる議論の状
況は、どのように整理されることになるであろうか。次章では、過失併存
説と直近過失一個説の争いを、行為の特定という観点からとらえ直すこと
とする。
第四章 過失併存説と直近過失一個説の対立の意味
前章での検討では、過失行為の個数と範囲は、「注意義務違反を志向す
(62) 石井一正「交通事故における過失の個数（上）」判例時報808号（1976年）５頁
以下。
(63) 当該領域を規制するルールが存在しない場面における注意義務の決定につい
て、vgl.Rudolf Alexander Mikus,Die Verhaltensnorm des fahrla?ssigen Erfolgs-
delikts,2002,S.182.
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る行為意思」によって特定されることを提示した。本章では、段階的過失
をめぐる学説の対立を、過失行為の特定という観点から再検討する。
第一節 過失行為の特定論としての過失併存説
段階的過失をめぐっては、第二章で概観したとおり、複数の過失行為の
併存を認める過失併存説と、過失の実行行為は結果に近接する一個に限定
されるとする直近過失一個説が対立している。例えば、札幌高裁昭和40年
判決の事案をめぐって、過失併存説は、①「事故発生の予見される無資格
者〔中略〕に運転を許容し委ねたという作為による注意義務違反」の行為
と、②「〔無資格者の―筆者注〕運転中に助手席に同乗しながら、事故を
防止するための運転操作の指揮監督を怠つたという不作為による注意義務
違反」の行為と、二つの過失行為を認めるのに対
(64)
して、直近過失一個説
は、②のみを「直接の危険性」のある過失の実行行為と見ることに
(65)
なる。
本稿の枠組から札幌高裁昭和40年判決の事案を見ると、次のようにな
る。すなわち、自動車運転者が行う（当時の文言でいう）「業務」には、自
ら運転することのほか、無資格者に運転を委ねることも含むとの前提の下
で、本件で認められる結果回避義務は、①そもそも無資格者に運転を委ね
ることの禁止と、②一旦委ねた以上は、運転操作の指揮監督を行うことの
命令であるととらえることができる。二つの義務の相互関係については後
述するが、さしあたり、①の義務に反するのは、「無資格者に運転を委ね
ること」であり、②の義務に反するのは、「適切な指揮監督を行わないこ
と」である。本件で行為者に、それぞれの違反内容についての意思が認め
られれば、その範囲で「無資格者に運転を委ねる行為」と「適切な指揮監
督を行わない行為」の二つの行為を特定することができる。少なくとも、
①の義務違反行為を、「注意義務に違反する行為ではない」とすることは
困難であるように思われる。すなわち、行為特定論の観点からは、過失併
(64) 江碕・前掲注（７）75頁。
(65) 中野・前掲注（２）56頁。
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存説が妥当である。
しかし、直近過失一個説の核心は、複数の過失行為が存在するとして
も、過失の実行行為は一つに特定するべきであるという点にある。次に、
行為特定論を踏まえて、さらに直近過失一個説に進む必要があるかを検討
する。
第二節 直近過失一個説の論拠と意義
ここで、直近過失一個説の論拠を確認する。まず、直近過失一個説を採
用したと見られる裁判例においては、「〔過失犯が結果犯である以上―筆者
注〕発生した結果と無関係にある時点における被告人の不注意な行動を非
難することは無意味である」こと（札幌高裁昭和40年
(66)
判決）、「あとの行為
〔直近の過失行為―筆者注〕が行なわれなければ要するに結果は発生しな
かつた」こと（裁判例１）が挙げられる。また、判決では採用されなかっ
たが、裁判例４における被告人側の主張には、被告人の過失は一個でなけ
ればならないのに、二個の過失を認定したのは「被告人に対し如何なる過
失を認定したのか不明」であることが挙げられている。学説上は、過失犯
の実行行為は直接の危険性を有するものでなければならない
(67)
こと、人の行
動の自由の保障という観点から過失犯の実行行為は「客観的危険性」を有
するものでなければならないことが挙げら
(68)
れる。さらに、過失併存説を前
提にすると、「事故と関係の薄い（間接的な）不注意な行為までが羅列さ
れることになり、被告人が否認した場合には、いたずらに争点が増え、証
拠調べの範囲が拡散され、適正迅速な審理が損なわれる」ことも論拠と
(69)
なる。
(66) 同旨、佐野・前掲注（４）227頁。
(67) 中野・前掲注（２）56頁以下。
(68) 大塚（裕）・前掲注（３）44頁以下。
(69) 鈴木・前掲注（11）418頁、井田・前掲注（39）214頁、同「刑事過失の認定を
めぐる諸問題」法曹時報第61巻第11号（2009年）34頁。もっとも、両者ともは結論
として過失併存説を採用する。
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ここでは、実体・手続の双方に関わる範囲で、①過失犯として処罰する
に足りるだけの過失行為が存在すれば、それ以前の行為は問責対象とする
必要はないという論拠が、実体面に関わる範囲で、②過失犯の成立範囲を
実行行為概念によって制限するという論拠が、手続面に関わる範囲で、③
被告人の防禦対象を明確にするという論拠が示されて
(70)
いる。本節では、論
拠①、②について分析し、論拠③については次節で簡単に触れることにす
る。
第一款 過失犯処罰のための必要十分性
①の論拠は、故意犯の場合でも同様に問題とされている。故意犯の複数
行為による結果惹起の事例で、「一連の行為」による包括を認める際に、
時間的場所的近接性と行為者の主観的意図を基準としつつ、包括評価の許
容限度を「当該犯罪事実が構成要件該当事実と認定できるか否か」に求め
る見解が
(71)
ある。その背後には、「第２行為から結果が発生したことが明ら
かであるような場合には、検察側としては、第２行為のみを訴追すれば足
り、それ以前の『事前行為』を訴因に掲げる必要はない」との認識が
(72)
ある。段階的過失の問題に即して述べれば、行為の範囲は「過失犯の構成
要件該当事実を認定できる範囲」で特定され、それで必要十分であれば、
それ以前の行為は訴因から外しても構わないというのであり、その認識は
論拠①と共通しているように思わ
(73)
れる。
(70) 片岡・前掲注（４）14頁は、段階的過失の場合、ある時点以降になお結果回避
措置を採りうるという状況があれば（結果回避の最後の「切り札」があれば）、い
まだ予見可能性がなく、その切り札が切られるべきときにはじめて予見可能性が発
生するという点を論拠とする。しかし、「結果回避の最後の手段が残されている場
合に〔中略〕予見可能性が常にないとすることには無理がある」（大塚（裕）・前掲
注（３）48頁）ように思われる。
(71) 大久保・広島法科130頁。もっとも、同論文は、上述の観点が「許容限度であ
ろうか」とするにとどまる。
(72) 大久保・刑雑104頁。
(73) もっとも、大久保・広島法科125頁注130は、「過失併存説に従うと、多数の過
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しかし、過失併存説は、この①の論拠を批判の対象としてきた。直近過
失一個説を採用すると、適切な責任判断ができないというのである。すな
わち、「直近の過失よりも先行行為に大きい過失がみられる場合には、直
近の落度もさることながら、該結果に向けられた最も大きな不注意を過失
として取り上げる方が、ことの実体を明らかにする」のである
(74)
から、「過
失の程度というものを考慮するためには、直近過失の原因たる過失も、直
近過失と並列している過失も、当該結果発生についての過失として認定す
べき」であ
(75)
る、と。これを①の論拠に即して述べれば、直近過失のみを訴
追したのでは、必要十分とはいえない場合があるというので
(76)
ある。
この点に関する両者の対立は、直近過失のみを訴追したのでは、「過失
犯処罰にとって必要十分」ではない類型とはどのようなものであり、それ
は過失併存説によらなければ処罰できないものであるかという問題にパラ
フレーズすることができる。
直近過失一個説では適切な責任判断ができないとされる事例には、次の
ようなものがある。①交差する左右道路の見通しのきかない、交通整理の
行われていない交差点において、減速徐行することなく、かつ、交差する
左右道路の安全を確認することなく進行しようとしたため、出合い頭に衝
突事故を起こした
(77)
場合、②夜間、雨降りの、暗い見通しの悪い道路を、時
速100キロメートルを超える高速で走行し、前方注視を怠ったため、道路
上の歩行者に気付かず、制動措置をとるいとまもなく、歩行者をはねて即
死させた事例で、運転者が十分前方注視することによる衝突の回避可能性
失行為が相互に影響しあって、複数の過失が併存していることになるから、そのそ
れぞれを包括する一連の過失行為として訴因を構成している」とする。
(74) 平良木・前掲注（26）243頁。
(75) 西原春夫『刑法総論 改訂版（上巻）』（成文堂、1998年）201頁。
(76) 井田・前掲注（69）34頁は、先行する過失に違法評価の充塡があるとしたと
き、結果に直近の過失だけを過失の実行行為としなければならないとすれば、それ
は不自然な過失認定となってしまうとする。
(77) 平良木・前掲注（26）242頁。
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が不明な
(78)
場合、③道路が雨で濡れて滑りやすい状態にあるとき、自動車で
高速のままカーブに進入したため、車輪がスリップを始め、ハンドルをと
られて、自車が対向車線に進出しそうな気配が感じられたので、あわてて
左に急転把したところ、完全なスリップ状態になって、操縦の自由を失
い、歩道に乗り上げ、同所を通行中の歩行者をはねて負傷させた
(79)
場合、な
どがこれである。これらの事例は、直近過失一個説によると、それぞれ、
①（a）左右の安全確認を怠った過失、②（a）前方注視を怠った過失、
③（a）左に急転把した過失が実行行為となるのに対して、過失併存説を
採用すれば、それに先行する①（b）減速徐行を怠った過失、②（b）高
速走行をした過失、③（b）高速走行をした過失をも実行行為とすること
ができるというのである。
では、このような事例は、直近過失一個説からは説明できないものであ
ろうか。確かに、直近過失一個説の中には、直近過失のみを過失犯の実行
行為とし、実行行為と責任の同時存在の原則を緩和することで適切な責任
判断を担保しようとする見解も
(80)
ある。しかし、注意義務違反は原則として
一個に特定されるとの立場を採用しつつ、複数の注意義務違反があいまっ
て結果が発生した場合には、これらが複合して一個の過失の内容をなすと
して、過失併存説と同様の結論を導き出す見解も
(81)
ある。論者は、①に類似
の事案として、①’交通整理の行われていない、見通しの悪い交差点を直
進通過するにあたり、深夜で交差道路側の交通量が著しく閑散なことに気
を許し、時速40キロメートルという高速のまま、しかも交差道路に対する
安全を全く確認しようともしないで交差点に進入したところ、交差道路か
ら進入してきた車両と衝突したという場合を挙げる。この事例では、すで
(78) 吉丸・前掲注（13）68頁。類似の事例（先行する高速運転＋回避措置の懈怠）
として、向井千杉「過失のとらえ方について―いわゆる段階的過失論について―」
判例タイムズ684号（1989年）４頁、松本・前掲注（24）216頁。
(79) 吉丸・前掲注（13）72頁。
(80) 中野・前掲注（２）62頁以下。
(81) 片岡・前掲注（４）29頁。なお、注（４）に掲げた各見解も参照。
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に高速走行で交差点に進入しているため、直近の注意義務である「交差道
路に対する安全確認義務」を遵守するだけでは結果が回避できず、また、
先行する注意義務である「徐行義務」を遵守したとしても、交差道路の安
全確認をするつもりがないため、そのまま交差点に進入すれば結果が回避
できない。この場合に論者は、「加害者としては、結果の発生を回避する
ためには、あらかじめ徐行措置を講ずることのほか、交差点進入に際し交
差道路に対する安全確認措置を講ずる必要があった〔中略〕この過失の内
容をなす注意義務違反としては、『徐行義務違反』と『交差道路に対する
安全確認義務違反』とが複合的に一個の過失の内容をなす」というのであ
る。
このような処理方法は、直近過失一個説の論拠①に照らす限り、必ずし
も直近過失一個説の放棄とはいえ
(82)
ない。この見解はあくまでも、直近過失
のみを処罰したのでは、過失犯の構成要件該当事実を認定するのに必要十
分とはいえず、その限りで先行する過失行為が「発生した結果と無関係に
ある時点における被告人の不注意な行動」とはいえない場合があると主張
するものだからである。論拠①に依拠する直近過失一個説は、先行する不
注意をも含んだ「一連の過失行為」が想定できる場面を考慮しているので
あり、その限りで、過失併存説からの批判は有効ではない。むしろ、複数
の注意義務違反があいまって結果が発生した場合にその包括を認める
(83)
点は、過失併存説が自らの論拠としてきたところであって、その問題意識
は両説が共有しているもののように思われる。したがって、論拠①に関す
る限り、過失併存説と直近過失一個説とで差はないように思われる。
(82) 平良木・前掲注（26）242頁は、このような思考方法は段階的過失論（直近過
失一個説）を放棄せざるを得ないものと評価する。
(83) 深町・立教法務101頁以下は、故意犯における「一連の行為」の機能が、結果
を惹起した行為を記述することが「第２行為のみでも第１行為のみでも不十分であ
り、第１行為及び第２行為が合わさって初めて可能となる」場合における結果帰属
対象行為の拡張にあるとし、深町・刑雑84頁は過失犯の場合も同様の考慮を行う。
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第二款 実質的危険性を内容とする実行行為による限定
②の論拠は次のような価値判断に支えられている。すなわち、故意犯に
おいては実行行為と予備行為とが区別されており、現行刑法は直接の危険
と間接の危険で可罰評価を異にしているのであるから、その区別は過失犯
でも同様と見なければならないというのがこれで
(84)
ある。そして、論者のい
う危険性が認められるのは、「〔行為者による―筆者注〕危険のコントロー
ルができなくなった時（制御できない危険）」で
(85)
あり、「事態を手から離し
て因果の流れにまかせたとき」で
(86)
ある。
確かに、行為を特定するための概念としては、実行行為概念には疑問が
(87)
残る。しかし、段階的過失の場合は、複数の注意義務違反の過失行為が特
定された後で、問責対象行為を、さらにその中でも「直接の危険性」「客
観的危険性」を有する行為に限定するべきかが問われている。そして、そ
のような限定の必要性は否定できないように思われる。もっとも、危険性
による限定を加えることが必要であることが、直ちに直近過失のみが危険
であるという帰結に至るとは限らない。修正旧過失論の立場から過失併存
説を主張する論者は、「許されない程度に危険であれば、そのすべてが実
行行為である」とす
(88)
るし、「過失行為（第１行為）の後、新たな過失行為
（第２行為）が介在することによって、第１行為について結果惹起の正犯
性は必ずしも失われないから、結果発生に直近した注意義務違反だけが過
失犯の実行行為となりうるとは必ずしもいえない」との指摘も
(89)
ある。ま
(84) 中野・前掲注（２）56頁。
(85) 大塚（裕）・前掲注（３）45頁。
(86) 中野・前掲注（２）59頁。
(87) 拙稿・前掲注（１）「実行行為（１）」315頁、拙稿・前掲注（30）157頁。
(88) 林・前掲注（59）285頁。齋野彦弥『基本講義刑法総論』（新世社、2007年）
229頁、佐久間修『刑法総論』（成文堂、2009年）157頁は、時間的な直近が決定的
ではないとする。
(89) 山口・前掲注（38）232頁。
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た、直近過失一個説の論者が、故意の実行行為と過失の実行行為のパラレ
ル性を論拠とするのであれば、故意の複数行為による結果惹起の事例で、
そもそも実行行為の特定方法に争いがあることが、段階的過失の場合にも
反映し、危険な行為の特定が困難になる場合もありうるように思われる。
したがって、直近過失一個説が、危険性によって過失犯の成立範囲を限定
しようとする意図が正当であっても、それにより直近過失一個説に直ちに
至るものではない。この限りで、直近過失一個説はそのままの形では採用
できない。
しかし、直近過失一個説は、時間的直近のみを重要視する見解なのであ
ろうか。すでに見たように、直近過失一個説であっても複数の注意義務違
反を含む一個の過失を認めるなど、様々な論拠で、直近の軽微な過失行為
のみではなく、それに先行する過失行為をも含んだ「一個の直近過失」を
構成しているのであり、その際に危険性や注意義務による判断を行ってい
るのであれば、その思考方法自体が過失併存説と異なるとは思われない。
逆に、直近過失一個説が論拠とした危険性による実行行為の限定という観
点は、過失併存説であっても採用できるものである。複数の過失行為が特
定された後、過失行為の相互関係を検討する場合など、危険概念が機能す
る場面も想定できる。したがって、論拠②についても、両説に差はないよ
うに思われる。
第三節 過失併存説「対」直近過失一個説?
以上のように見てくると、行為の存在としては複数の過失行為の存在を
認め、複数の過失があいまって結果が発生した場合には複数の過失行為を
複合した一個の過失を認める限りで、両説の間に対立は存在しない。むし
ろ、過失併存説は、注意義務を基準に行為の特定を行った場合に、複数の
過失行為を特定する場合があるという行為特定論の側面からこの問題にア
プローチをし、直近過失一個説は、上述①、②の論拠から、その中でも特
に直近過失のみをとらえて訴追するべきだという公訴事実の構成方法の側
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面からこの問題にアプローチをしたものととらえるべきではないだろう
か。③の論拠についても、過失併存説といえども、被告人側の防禦に際し
て、どの過失に対して防禦を行うべきかわからないような公訴事実を書く
ことまでも許容するものではないであろう。同様に、思考方法としての段
階的過失論自体は両説の対立を超えて、広く共有されているところであ
る。
したがって、両説は一つの思考方法の二つの側面であり、そこに「対
立」は存在しない。本章第一節で掲げた問題である「直近過失一個説に進
む必要性の有無」については、「その必要はない」と答えることになる。
段階的過失の問題に対しては、端的に、過失行為の特定を行ない、その中
からさらに、行為相互の関係から犯罪事実を認定するのに必要十分な形で
公訴事実を構成すれば足りるのではなかろ
(90)
うか。
第四節 複数の過失行為の複合、あるいは
「一連の過失行為」の基準と限界
では、両説の対立を超えて共有可能な、複数の過失行為の複合基準（故
意犯になぞらえれば、「一連の過失行為」の基準）はどのようなものと考えら
れるであろうか。この点について、本稿の枠組から若干の方向性を示せば
次のようになる。
本稿の枠組は、過失行為の個数と範囲は、「注意義務違反を志向する行
為意思」によって特定されるというものである。この基準から段階的過失
の事例群を見ると、多くの事例で複数の過失行為が特定されることにな
る。しかし、すべての過失行為が常に並列的に存在するわけではない。
(90) 松宮孝明『刑法総論講義［第４版］』（成文堂、2009年）228頁は、「『直近過失
か過失併存か』という二者択一的思考が妥当なわけでもない」とし、西田典之『刑
法総論〔第２版〕』（弘文堂、2010年）263頁も、いずれかの立場によって一律に判
断するべきではなく、「いくつかの過失行為は直近の１個の過失とすべき場合もあ
れば、有機的関連性により併存して１個の過失となる場合もある」とする。
段階的過失と過失行為の特定（仲道) 173
注意義務（あるいは過失犯の行為規範）は結果回避のために発動するとの
本稿のコンセプトからは、ひとつひとつの注意義務（仮に、それぞれ「a」
「b」というメッセージを内容とする注意義務を P（a）と P（b）とする）を単
独で履行したとしても結果が回避できない場合に、ただちに無罪という結
論に至るのではない。複数の注意義務を同時的に履行（遵守）すれば結果
が回避でき、それが行為者の意思内容に照らして必ずしも酷ではないとい
える場合であれば、両者の同時的履行を前提とした注意義務（P(a?b)）
を想定することができる。この場合、複数の不注意な挙動を包括する一連
の過失行為を考えることが可能になる。
さらに、結果回避のためには、第２行為の時点で注意義務を尽せば足り
るが、第１行為が第２行為に比して大きな過失であると評価される場合も
想定される（時速100キロメートルの高速運転ののちの脇見運転など）。この場
合、いずれも過失行為として特定されるが、それぞれの過失行為の前提と
なる注意義務は、単独で結果回避を禁止・命令することが可能となるた
め、一連の過失行為として包括するための理論的・機能的前提を欠く。こ
の場合、第２行為のみを処罰対象とするだけでは足りない場合があるとし
たら、それは、先行する注意義務違反によって後行する注意義務の履行能
力が制約されていた場
(91)
合や、第１行為が第２行為を誘発した場合、第１行
為の創出した危険が第２行為を経由して結果に実現した場合など、両者に
一定の相互関係が認められる場合であろう。もちろん、第２行為のみを訴
追すれば必要十分である場合は、直近過失のみを訴追すれば足
(92)
りる。
(91) 山口・前掲注（38）232頁。
(92) 大阪地判平成３年５月21日判タ773号265頁は、先行する制限速度超過について
は、「この速度超過が本件事故発生の原因になっているとも、それによって結果が
より重大になっているとも認められないから、これをも過失内容に含ませる必要は
ない」として前方不注視の点のみを過失と構成しているが、さらにそれに引き続
き、車体下部に巻き込んだ被害者を認めて、怖くなって再発進した際に、被害者を
轢過した行為については、「前方不注視の過失により自車を被害者に衝突等させた
行為〔中略〕とは、『自然的観察』のもとでは別個の行為」であるとしつつ、因果
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第五節 判例の評価
私見によれば、過失犯の行為特定基準は、注意義務違反を志向する行為
意思がいくつ、どの範囲で存在するかということであった。また、複数の
過失行為が存在するかのように見える事例でも、注意義務の同時的履行
（複数の注意義務を内容とする一つの注意義務）が必要である場合には、複数
の不注意な挙動を包括する「一連の過失行為」ととらえることも可能であ
り、先行過失の危険性が後行過失を経由して結果に実現したと見られる場
合には、先行過失のみを訴追することも許される。本節では、段階的過失
をめぐる裁判例を手がかりに私見を具体化し、同時に判例の判断に対して
評価を与えることとする。
第一款 段階的過失論を採用した裁判例の評価
まず、札幌高裁昭和40年判決は、思考方法としての段階的過失論を採用
してはいるが、複数の注意義務違反として訴追された「事故発生の予見さ
れる運転無資格者に運転を許容し委ねたという注意義務違反」と「運転無
資格者の運転中に助手席に同乗しながら運転操作の指導監督を怠った注意
義務違反」の二つの注意義務違反の存在は認めている。すなわち、注意義
務の内容に反することを行う行為意思の個数により、過失行為を特定した
ものと見ることができる。その上で、本判決が、後行する過失行為のみを
処罰したのは、その前提となる注意義務が「肯認される限り、その遵守に
よつて結果発生を回避できた」からである。すなわち、結果回避のために
は、被告人に運転操作の指導監督を命令し、これを遵守させれば足りたと
の判断があり、過失結果犯として処罰するには、後行過失のみを問責すれ
ば必要十分であると判断されたものと見ることができる。本件では、運転
を委ねたことによって、被告人の指導監督能力が制限されたとの事情も認
関係判断における介在事情として扱っている。本件の評釈として、山中敬一「判
批」法学セミナー449号（1992年）142頁。
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められないことから、本判決の判断は妥当であったと評価できる。
裁判例１では、注意義務違反意思の個数に応じて、三つの過失行為が存
在することになりそうである。しかし、直近の過失行為である右転把した
行為の時点での結果回避能力は、第二過失行為である急制動の上での左転
把によって相当程度制約されており、これを単独で訴追することはできな
い（裁判例１もこれを認める）。遡った第二過失行為については、証拠上の
問題が関係するため評価することはできないが、いずれにしても、追い越
しをした行為が創出した危険が急制動→左転把→右転把と展開したため結
果に実現したととらえれば、裁判例１が追い越しのみを処罰した点は妥当
であったと評価できる。
裁判例２では、注意義務違反意思の個数に応じて、三つの過失行為が存
在することになる。本件では、直近過失である前方不注視は、先行する酒
酔いの影響を受けてはいるものの、「完全に前方注視等の能力を喪失する
状態にあったものとはとうてい認められない」との判示からは、複数の不
注意な挙動を「一連の過失行為」に包括する根拠に欠けることが読み取れ
る。その上で、直近の前方注視義務を履行していれば結果が回避でき、そ
の点を処罰すれば必要十分であったといえるならば、裁判例２のように、
直近過失のみを処罰しても不当とはいえない。
もっとも、裁判例１、２が、結果に直近する過失行為のみを過失の実行
行為と見るべきであると判示している点は、「本件事案に関しては直近過
失のみを処罰すれば足りる」とする趣旨であれば許容可能であろうが、そ
れを超えて、およそ直近過失一個説を採用する趣旨であれば、上述したと
ころから妥当ではないと評価せざるをえない。
第二款 過失の併存を認めた裁判例の評価
裁判例３～６はいずれも、注意義務違反意思の個数により複数の過失行
為を認めている。
裁判例３は、最高速度遵守義務違反と前方注視義務違反とを過失行為と
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して特定した上で、その二つを「内容とする過失によつて惹き起こされた
ものと認定するのを相当とする」とする。しかし、このような包括を行う
ためには、「一連の過失行為」を肯定するだけの根拠が必要であるが、判
決文からこれを読み取ることはできない。その意味で、理由付けに不充分
な点が残ると評価せざるをえない。
裁判例４では、制限速度遵守義務違反とハンドルの確実な操作義務違反
とを包括する「制限速度を遵守するは勿論ハンドル操作の自由を失つて中
央線をこえ対向車線に進入するような運転をしないようにし、以つて事故
の発生を未然に防止すべき業務上の注意義務」を想定し、その同時的履行
を求めた上で、それに違反する不注意が「相重つて」結果が発生したと判
示しており、妥当な判断であったと思われる。
裁判例４と同様の理解に立ちつつ、裁判例５は、「減速義務のみではな
く、前方注視義務をも履行しなければ事故を回避することができない」こ
とを、裁判例６は「運転者が前方注視義務を尽くしていても衝突事故自体
はこれを回避することができなかつたと認められる場合であつても、運転
者が前方注視義務を尽くし歩行者をその発見可能地点で直ちに発見して急
制動の措置をとつていたとすれば、衝突の衝撃が大幅に緩和され被害の結
果が現実のそれより軽いものになる蓋然性があつたと考えられる」こと
を、それぞれ複数の不注意な挙動を包括する根拠を結果回避に求めてお
り、裁判例４の判断をさらに具体化したものとして評価でき、また私見か
らも妥当であると評価できる。
以上、本稿の枠組からは、裁判例の結論において著しく不当なものは見
受けられない。裁判例１、２の理由付けも、直近過失一個説を採用したと
読まない余地も残されており、この点について裁判例上も大きな対立は存
在しなかったと考えるのが妥当であろう。
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おわりに
本稿の結論を要約すれば、以下の通りである。
①過失犯の複数行為による結果惹起における行為の特定基準は、「注意
義務違反を志向する行為意思」である。
②この基準によれば、段階的過失の事例群において、注意義務ごとに複
数の行為が特定される場合がある。それゆえ、行為特定論としては過失併
存説が妥当である。
③しかし、直近過失一個説の論拠を考えた際、過失結果犯として処罰す
るために、複数の過失行為のうち一個を処罰すれば必要十分である場合が
存在する。そのような場合として、複数の注意義務の履行が同時に行われ
なければならない場合（この場合は、過失行為が一個となるため、段階的過
失の問題ではない）や、第１行為と第２行為の間に相互関係がある場合な
どが考えられる。
本稿は、故意と過失の複数行為による結果惹起に共通する「行為特定」
という観点から段階的過失の問題にアプローチした。そのアプローチはす
でに、主要過失説の論者が採用していたところであり、また、本稿の結論
も、主要過失説のそれに近いものとなった。その意味で、本稿が提示した
行為特定基準は新しいものではない。本稿が新たな知見を提供できたとす
れば、従来の結論を、行為特定論の知見から裏打ちした点、および従来の
学説の対立は止揚可能であることを示した点であろう。
もっとも、過失行為の特定基準を注意義務の内容に依存させるために
は、その前提として、注意義務の内容をいかに定めるかを明らかにしなけ
ればならない。本稿では行為特定論からのアプローチを採用したため、こ
の点の検討が不充分であった。この点は今後の課題としたい。
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